
マイナポータル連携自動入力が進む 

 令和 5 年 9 月に国税庁は令和 5 年分の所

得税確定申告書作成の新機能を紹介してい

ます。マイナンバーカードを利用して、マ

イナポータル経由で各種証明書等のデータ

を一括取得し、確定申告書の該当項目へ自

動入力できる機能の範囲を「給与所得の源

泉徴収票」「iDeCo」「小規模企業共済」にも

拡大するとのことです。 

源泉徴収票の自動入力は「2 月」から 

 給与所得の源泉徴収票情報のマイナポー

タル連携は、令和 6 年 2 月から、令和 5 年

分の給与所得の源泉徴収票情報が連携可能

となります。 

 還付申告であれば 1 月から確定申告書の

提出は可能ですが、勤め先（給与等の支払

者）が税務署に提出する「給与所得の源泉

徴収票」の提出期限が翌年 1 月 31日となっ

ており、そのデータを連携するため、「2月

からできる」ということになっているよう

です。なお、申告する人の源泉徴収票が、e-

Tax または認定クラウド等により税務署に

提出され次第、順次マイナポータル連携が

利用可能となるとアナウンスされているた

め、勤め先の提出状況次第では、1月中にも

自動入力ができる可能性はあります。 

 連携できる源泉徴収票データは、勤め先

が e-Tax または認定クラウド等で税務署に

提出していることが条件です。書面提出を

行っている場合、現状ではマイナポータル

連携による自動入力の対象外となっていま

す。また、税務署に提出すべき源泉徴収票

は「年間の支払金額が 500 万円を超えるも

の」等の対象が設定されており、そもそも

税務署に提出しない源泉徴収票については

自動入力対象外になっています。尚、支払

金額が 500 万円以下の源泉徴収票であって

も、提出する事は可能で、提出すればマイ

ナポータル連携の対象となります。 

給与支払報告書ではダメ？ 

 令和 5 年度税制改正で「源泉徴収票の内

容を市区町村へ提出した場合には、税務署

へ給与所得の源泉徴収票を提出したものと

みなす」という改正が行われたため、地方

税ポータルシステム（eLTAX）により提出さ

れた給与支払報告書の情報が税務署へ提供

されることを前提として、給与支払報告書

の情報についても、令和 9 年 2 月からマイ

ナポータル連携による自動入力の対象とす

ることは予定されていますが、6年時点では

自動入力の対象とはならないようです。 
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令和 5 年分所得税等確定申告 

新機能の紹介 

確定申告書に「自分では

数字を入れずに提出」で

きる人が出てくるね。 
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